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私立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園等特別支援教育経費・過疎高等学校特別経費 

     ・教育改革推進特別経費・授業料減免事業等支援特別経費）交付要綱 

 

 

平成１１年 ５月２１日 文部大臣裁定 

平成１２年 ５月２９日 一 部 改 正 

平成１３年 １月 ６日 一 部 改 正 

平成１３年 ５月１６日 一 部 改 正 

平成１４年 ６月１１日 一 部 改 正 

平成１６年１２月 ３日 一 部 改 正 

平成１８年 ７月２８日 一 部 改 正 

平成１９年 ８月１０日 一 部 改 正 

平成２０年 ７月１５日 一 部 改 正 

平成２１年 ４月 ２日 一 部 改 正 

平成２３年 ３月 ２日 一 部 改 正 

平成２５年 ５月１５日 一 部 改 正 

平成２７年 ６月２２日 一 部 改 正 

平成２８年１２月 ２日 一 部 改 正 

平成３１年 １月１８日 一 部 改 正 

令和 ３年１２月１６日 一 部 改 正 

令和 ４年 ６月３０日 一 部 改 正 

 

 

 

第１章 通則 

 

（通則） 

第１条 私立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園等特別支援教育経費・過疎高等学校特

別経費・教育改革推進特別経費・授業料減免事業等支援特別経費）（以下「補助金」とい

う。）の交付については、私立学校振興助成法（昭和５０年法律第６１号。以下「助成

法」という。）及び同法施行令（昭和５１年政令第２８９号。以下「助成法施行令」とい

う。）並びに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号。以下「適正化法」という。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適

正化法施行令」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 

第２章 幼稚園等特別支援教育経費 

 

（交付の対象） 

第２条 文部科学大臣は、次項に定める都道府県が行う補助事業について、第３項に定める

方法によって算定した幼児一人当たりの金額（以下「都道府県補助金幼児一人当たりの金

額」という。）が別表第１に定める補助事業の都道府県補助金幼児一人当たりの金額に該

当する都道府県に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 前項の都道府県が行う補助事業は、当該都道府県の区域内にある２人以上の障害のある

幼児（以下「障害幼児」という。）の在学している私立の幼稚園又は幼保連携型認定こど

も園（以下「障害児幼稚園等」という。）の設置者に対し、当該障害幼児の専任教職員給

与費を含む教育に必要な経常的経費に対する補助金（都道府県が行う障害児幼稚園等の障

害幼児に係る専任教職員給与費を含む教育に必要な経常的経費に対する補助の金額の算定

の基礎となる幼稚園又は幼保連携型認定こども園（以下「幼稚園等」という。）中に、助
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成法附則第２条第５項の期間を経過した日後において学校法人によって設置されることと

なった幼稚園等がある場合には、当該幼稚園等が学校法人によって設置されることとなっ

た日の属する年度における当該幼稚園等に係る補助の金額については、当該都道府県が当

該幼稚園等に対して行う補助の金額又は当該都道府県の算定方法により当該幼稚園等が当

該年度の当初から学校法人によって設置されることとなったものとみなして算定した補助

の金額を１２で除して得た金額に当該年度の当初から当該幼稚園等が学校法人によって設

置されることとなった日の前日の属する月までの月数を１２月から控除した月数を乗じて

得た金額のいずれか低い金額として、当該都道府県が行う障害児幼稚園等の補助の金額を

算定するものとする。）（以下「都道府県幼稚園等補助金」という。）を交付する事業と

する。ただし、この補助金以外の他の補助金の交付の対象となる事業を除くものとする。 

３ 第１項の都道府県補助金幼児一人当たりの金額は、都道府県幼稚園等補助金を当該都道

府県幼稚園等補助金の補助の対象となる幼児の数で除して得た金額とする。 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は定額とし、都道府県補助金幼児一人当たりの金額に応じた別表第１に

定める国庫補助単価に都道府県幼稚園等補助金の補助の対象となる幼児の数を乗じて得た

金額の合計額以内とする。 

 

（学校法人立以外の障害児幼稚園等に係る補助） 

第４条 前２条の補助金の算定の基礎とする学校法人立以外の障害児幼稚園等は、設置者が

学校法人化のための努力をする障害幼児の在学する幼稚園及び幼保連携型認定こども園と

する。 

２ 都道府県知事は、補助金の算定の基礎となった学校法人立以外の障害児幼稚園等の学校

法人の状況について、翌年度の７月３１日までに様式第１により、文部科学大臣に報告す

るものとする。 

３ 文部科学大臣は、前項の報告により、補助金の算定の基礎となった障害児幼稚園等の設

置者が学校法人化のための努力を払っていないと認められる場合には、当該障害児幼稚園

等を補助金の算定の基礎としないものとする。また、補助金の算定の基礎となった障害児

幼稚園等が助成法附則第２条第５項の期間を経過した日において学校法人によって設置さ

れることとなっていない場合は、当該年度以降当該障害児幼稚園等を補助金の算定の基礎

としないものとする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象とする経費は、第２条に定める都道府県幼稚園等補助金のうち

第３条に定める定額に相当する金額を学校法人（学校法人以外のもので、補助金の算定の

基礎となった障害児幼稚園等を設置するものを含む。）に対して交付するに要する経費と

する。 

 

（申請手続） 

第６条 都道府県知事は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第２による交付申請

書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（交付決定の通知） 

第７条 文部科学大臣は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、審査の上交

付決定を行い、様式第３による交付決定通知書を都道府県知事に送付するものとする。 

 

（申請の取り下げ） 

第８条 都道府県知事は、交付決定の内容又はこれに付した条件に対して不服があることに

より補助金交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定通知書に示された期日まで
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にその旨を記載した書面を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第９条 都道府県知事は、補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ様式第４

による計画変更承認申請書を文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、文部科学大臣が補助金の交付額を決定するに当たって算定の基礎となる国庫補助

単価に変更を及ぼさない範囲内での変更を除く。 

２ 文部科学大臣は、前項の承認をする場合において必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付すことがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 都道府県知事は、補助事業を中止し又は廃止しようとするときは、その旨を記載

した書面を文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１１条 都道府県知事は、補助事業の遂行及び支出状況について文部科学大臣の要求があ

ったときは、速やかに様式第５による状況報告書を文部科学大臣に提出しなければならな

い。 

 

（実績報告） 

第１２条 都道府県知事は、補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）

は、その日から３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに様式

第６による実績報告書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（補助金額の確定等） 

第１３条 文部科学大臣は、前条の報告を受けた場合には、実績報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決

定の内容（第９条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、都道府県知事に通知する。 

２ 文部科学大臣は、都道府県知事に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金が交付されているときは、その越える部分の補助金の返還を命ずる。 

 

（交付決定の取消等） 

第１４条 文部科学大臣は、第１０条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次

に掲げる場合には、第７条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することが

できる。 

  一 都道府県知事が、適正化法、適正化法施行令、その他の法令若しくはこの要綱又はこ

れに基づく文部科学大臣の処分若しくは指示に違反した場合 

 二 都道府県知事が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

 三 都道府県知事が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

２ 文部科学大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対す

る補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ず

る。 

 

（国庫補助金の経理） 

第１５条 都道府県知事は、補助事業についての収支簿を備え他の経理と区分して補助事業

の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の支出額について、その支出内容を証する書類を整備して前項の

収支簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 
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（補助金調書） 

第１６条 都道府県知事は、補助事業に係る歳入歳出の予算書並びに決算書における計上科

目及び科目別計上金額を明らかにする様式第７による調書を作成しておかなければならな

い。 

 

（電磁的方法による提出） 

第１７条 申請者あるいは補助事業者は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱の規定に基

づく申請、届出、報告その他文部科学省に提出するものについては、電磁的方法（適正化

法第２６条の３第１項の規定に基づき大臣が定めるものをいう。）により行うことができ

る。 

 

（電磁的方法による通知等） 

第１８条 大臣は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に規定する通知、承認、指示又は

命令（以下「通知等」という。）について、補助事業者が書面による通知等を受けること

を予め求めた場合を除き、電磁的方法により通知等することができる。この場合、大臣は

補助事業者に到達確認を行うものとする。 

 

 

第３章 過疎高等学校特別経費・教育改革推進特別経費 

 

（補助金の交付対象とする都道府県） 

第１９条 文部科学大臣は、助成法第９条及び附則第２条並びに助成法施行令第４条第１項

第２号イ又はハの規定に基づき、都道府県が私立の幼稚園、小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校又は幼保連携型認定こども園の経常的経費に

対する補助金（以下「都道府県補助金」という。）を交付する場合に、当該都道府県に対

し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 助成法施行令第４条第１項第２号イに規定された文部科学大臣が定めるもの及び同ハに

規定された文部科学大臣が定める地域については、「私立高等学校等経常費助成費補助金

（幼稚園等特別支援教育経費・過疎高等学校特別経費・教育改革推進特別経費・授業料減

免事業等支援特別経費）取扱要領」（以下「取扱要領」という。）に定めるところによる

ものとする。 

 

（補助金の額） 

第２０条 補助金の額は定額とし、取扱要領の定めるところにより算定した額の範囲内の額

とする。 

 

（学校法人立以外の幼稚園等に係る補助） 

第２１条 前２条の補助金の算定の基礎とする学校法人立以外の幼稚園等は、設置者が学校

法人化のための努力をする幼稚園及び幼保連携型認定こども園とする。 

２ 都道府県知事は、補助金の算定の基礎となった学校法人立以外の幼稚園等の学校法人化

の状況について、翌年度の７月３１日までに様式第８により、文部科学大臣に報告するも

のとする。 

３ 文部科学大臣は、前項の報告により、補助金の算定の基礎となった幼稚園等の設置者が

学校法人化のための努力を払っていないと認められる場合には、当該幼稚園等を補助金の

算定の基礎としないものとする。また、補助金の算定の基礎となった幼稚園等が、助成法

附則第２条第５項の期間を経過した日において学校法人によって設置されることとなって

いない場合は、当該年度以降当該幼稚園等を補助金の算定の基礎としないものとする。 
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（補助対象経費） 

第２２条 補助金の交付の対象とする経費は、都道府県補助金のうち第２０条に定める定額

に相当する金額を学校法人（学校法人以外の者で、補助金の算定の基礎となった幼稚園等

を設置するものを含む。）に対して交付するに要する経費とする。 

 

（申請手続） 

第２３条 都道府県知事は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第９による交付申

請書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（交付決定の通知） 

第２４条 文部科学大臣は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、審査の上

交付決定を行い、様式第１０による交付決定通知書を都道府県知事に送付するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第２５条 都道府県知事は、交付決定の内容又はこれに付した条件に対して不服があること

により補助金交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定通知書に示された期日ま

でにその旨を記載した書面を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第２６条 都道府県知事は、第１９条の補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」

という。）の内容を変更しようとするときは、あらかじめ様式第１１による計画変更承認

申請書文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、補助金の額を

変更せず、かつ、補助金交付の目的及び条件に違反しない場合はこの限りでない。 

２ 文部科学大臣は、前項の承認をする場合において必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付することがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第２７条 都道府県知事は、補助事業を中止し又は廃止しようとするときは、その旨を記載

した書面を文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第２８条 都道府県知事は、補助事業の遂行及び支出状況について文部科学大臣の要求があ

ったときは、速やかに様式第１２による状況報告書を文部科学大臣に提出しなければなら

ない。 

 

（実績報告） 

第２９条 都道府県知事は、補助事業を完了したとき（中止又は廃止の承認を受けたときを

含む。）は、その日から３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日ま

でに様式第１３による実績報告書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第３０条 文部科学大臣は、前条の報告を受けた場合には、実績報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決

定の内容（第２６条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した

条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、都道府県知事に通知す

る。 

２ 文部科学大臣は、都道府県知事に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 
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（交付決定の取消等） 

第３１条 文部科学大臣は、第２７条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次

に掲げる場合には、第２４条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し又は変更するこ

とができる。 

 一 都道府県知事が、適正化法、適正化法施行令、その他の法令若しくはこの要綱又はこ

れらに基づく文部科学大臣の処分若しくは指示に違反した場合 

 二 都道府県知事が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

 三 都道府県知事が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

２ 文部科学大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対す

る補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ず

る。 

 

 

（補助金の経理） 

第３２条 都道府県知事は、補助事業についての収支簿を備え他の経理と区分して補助事業

の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の支出簿について、その支出内容を証する書類を整備して前項の

支出簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（補助金調書） 

第３３条 都道府県知事は、補助事業に係る歳入歳出の予算書並びに決算書における計上科

目及び科目別計上金額を明らかにする様式第１４による調書を作成しておかなければなら

ない。 

 

（電磁的方法による提出） 

第３４条 申請者あるいは補助事業者は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱の規定に基

づく申請、届出、報告その他文部科学省に提出するものについては、電磁的方法（適正化

法第２６条の３第１項の規定に基づき大臣が定めるものをいう。）により行うことができ

る。 

 

（電磁的方法による通知等） 

第３５条 大臣は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に規定する通知、承認、指示又は

命令（以下「通知等」という。）について、補助事業者が書面による通知等を受けること

を予め求めた場合を除き、電磁的方法により通知等することができる。この場合、大臣は

補助事業者に到達確認を行うものとする。 

 

 

第４章 授業料減免事業等支援特別経費 

 

（趣旨） 

第３６条  この補助金は、私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校

又は特別支援学校を設置する学校法人（以下、この章において「学校法人」という。）が、

保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料の納付が困難となった

児童生徒又は保護者等が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定す

る被保護者である児童生徒に対し授業料減免措置を行い、都道府県がその減免額に対して

補助する場合の財源の一部として、国から都道府県に交付するものである。 

 

（補助対象事業） 

第３７条  この補助の対象となる事業は、学校法人が、次に掲げる児童生徒（以下、この章
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において「授業料の納付が困難な児童生徒等」という。）に対し授業料減免措置を行った

場合に、都道府県が当該減免額を対象とする補助金を交付する事業とする。 

 一 当該年度に発生した保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業

料の納付が困難となった生徒（ただし、高等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援

学校（高等部）に在学する生徒に限る。）  

 二 入学後に発生した保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料

の納付が困難となった児童生徒（ただし、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学

校前期課程又は特別支援学校（小学部・中学部）（以下、この章において「小中学校

等」という。）に在学する児童生徒（義務教育学校及び特別支援学校（小学部・中学

部）に在学する児童生徒については、家計急変時に在学する課程を修了していない者）

に限る。）であって別表第２に定める者 

三 保護者等が生活保護法第６条第１項に規定する被保護者である児童生徒（ただし、高

等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援学校（高等部）に在学する生徒を除く。） 

四 東日本大震災（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

（平成２３年法律第４０号）第２条第１項に規定する災害で、東日本大震災に対処する

ための特別の財政援助及び助成に関する法律第２条第２項及び第３項の市町村を定める

政令（平成２３年政令第１２７号）第２条第１項及び第２項に規定する区域での災害と

する。）に起因する事情により授業料の納付が困難となった児童生徒（令和２年度まで

に学校法人の設置する学校に入学した者に限る。ただし、高等学校、中等教育学校後期

課程及び特別支援学校（高等部）に在学する生徒を除く。） 

 

（補助金の額） 

第３８条  補助金の額は、学校法人が、授業料の納付が困難な児童生徒等に対し実施された

授業料減免措置に係る減免額を対象に、学校法人に交付された都道府県補助金の１／２以

内とする。ただし、前条第２号の児童生徒に係る補助金の額は、別表第２に定める額とす

る。 

 

（申請手続） 

第３９条  都道府県知事は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第１５による交付

申請書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（交付決定の通知） 

第４０条  文部科学大臣は、前条の規定により交付申請書の提出があったときは、当該申請

に係る書類等を審査のうえ、交付決定を行い、都道府県知事に通知する。 

 

（申請の取り下げ） 

第４１条  都道府県知事は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があることによ

り、補助金交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定通知書に示された期日まで

にその旨を記載した書面を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（内容変更の承認） 

第４２条  都道府県知事は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ様式第

１６による内容変更承認申請書を文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならな

い。ただし、補助金の額を変更せず、かつ、補助金交付の目的及び条件に違反しない場合

において、その変更が補助目的の達成をより効率的にする場合を除く。 

２  文部科学大臣は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容変更し、

又は条件を付することがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 
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第４３条  都道府県知事は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、その旨及び理由

等を記載した承認申請書を文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（事業遅延の届出） 

第４４条  都道府県知事は、補助事業が当該会計年度内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに様式第１７による補助事

業事故報告書を文部科学大臣に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第４５条  都道府県知事は、補助事業の遂行及び支出の状況について、文部科学大臣の要求

があったときは、速やかに、状況報告書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（県補助金を交付する場合の条件） 

第４６条  都道府県知事は、県補助金の交付の対象となる事業（以下「間接補助事業」とい

う。）について次の各号に掲げる条件を付さなければならない。 

  一 間接補助事業の内容を変更する場合には、都道府県知事の承認を受けなければならな

い。 

  二 間接補助事業が予定期間内に完了しない場合には、速やかに都道府県知事に報告し、

その指示を受けなければならないこと。 

  三 間接補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、都道府県知事の承認を受けな

ければならないこと。 

  四 間接補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類

を間接補助事業終了後５年間保存しておかなければならないこと。 

 

（文部科学大臣の承認等） 

第４７条  前条第１号から第３号までに掲げる事項について都道府県知事が承認又は指示す

るときは、文部科学大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

 

（実績報告書） 

第４８条  都道府県知事は、補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）

は、その日から３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、様

式第１８の実績報告書を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第４９条  文部科学大臣は、前条の報告を受けた場合には、実績報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定

の内容（第４２条により承認をした場合には、その承認された内容）及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、都道府県知事に通知する。 

２  文部科学大臣は都道府県知事に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその超える部分の補助金の返

還を命ずる。 

 

（交付決定の取消し等） 

第５０条  文部科学大臣は、第４３条の規定により補助事業の中止又は廃止の申請があった

場合、及び次の各号に掲げる場合の一に該当するときは、第４０条の規定による交付の決

定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。 

  一 補助事業者が、適正化法、適正化法施行令若しくはこの要綱又は、これらに基づく文

部科学大臣の処分若しくは指示に違反した場合 

  二 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 
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  三 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

  四 交付決定後生じた事情の変更により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なった場合 

２ 文部科学大臣は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る

部分に対する補助金が交付されているときは、期限を定めて当該補助金の全部又は一部の

返還を命ずる。 

 

（補助金の経理） 

第５１条  都道府県知事は、補助事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して補助事

業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２  都道府県知事は、補助事業の支出額について、その支出内容を証する書類を整備して収

支簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

  

（補助金調書） 

第５２条  都道府県知事は、当該補助事業に係る歳入歳出の予算書並びに決算書における計

上科目及び科目別計上金額を明らかにする様式第１９による調書を作成しておかなければ

ならない。  

 

（電磁的方法による提出） 

第５３条 申請者あるいは補助事業者は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱の規定に基

づく申請、届出、報告その他文部科学省に提出するものについては、電磁的方法（適正化

法第２６条の３第１項の規定に基づき大臣が定めるものをいう。）により行うことができ

る。 

 

（電磁的方法による通知等） 

第５４条 大臣は、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に規定する通知、承認、指示又は

命令（以下「通知等」という。）について、補助事業者が書面による通知等を受けること

を予め求めた場合を除き、電磁的方法により通知等することができる。この場合、大臣は

補助事業者に到達確認を行うものとする。 

 

附 則 

第１条 この要綱中、高等学校及び幼稚園には、構造改革特別区域法（平成１４年法律第１

８９号）第２０条第１項に規定する公私協力学校を含まないものとする。 

 

第２条 第３７条第３号の保護者は、平成２５年度及び平成３０年度の生活保護基準の見直

しによる影響を受けないよう、当該年度当初に同条同号に規定する被保護者であった者等

で、特に困窮していると都道府県知事が認めた者も含めることとする。 
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別表第１ 

都道府県補助金幼児 

一人当たりの金額 
国庫補助単価 

３９２千円以上 

｢３９２千円以下の別に定める金額｣と「都道府県

補助金幼児一人当たりの金額に１／２を乗じて得

た額｣のいずれか低い額 

 

 

別表第２ 

補助対象 補助金の額 

１ 家計急変した年度については、授業料

の納付が困難となった児童生徒 

 

 

２ 家計急変した年度の翌年度以降につい

ては、以下の（１）、（２）のいずれも

満たす児童生徒 

（１）保護者等の家計急変後の年収の合計

が４００万円未満相当 

（２）保護者等の資産保有額の合計が７０

０万円未満 

１ 家計急変した年度については、学校法

人に交付された都道府県補助金の１／２

以内 

 

２ 家計急変した年度の翌年度以降につい

ては、学校法人が実施した授業料減免措

置に係る減免額（一月につき２８，００

０円を超える場合にあっては２８，００

０円）の合計額に相当する額として学校

法人に交付された都道府県補助金の１／

２以内 

 

 


